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 落札者の決定方法 予算決算及び会計令第
79条の規定に基づいて作成された予定価格の
制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札
を行った者を落札者とする。
 詳細は入札説明書による。
５ Summary

 Official in charge of disbursement of the

procuring entity : KANEKO Shoichi Coun‑

sellor of the Accounts Division, Minister's

Secretariat, Cabinet Office

 Classification of the services to be pro‑

cured : 73

 Nature and quantity of the services to be

required : Putting Advertisements on In‑

ternet

 Fulfillment period : According to the bid

explanation form

 Fulfillment place : According to the bid

explanation form

 Qualification for participating in the ten‑

dering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the Consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause.

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting.

 have Grade A, B or C offer of services

etc, Ad in terms of the qualification for

participating in tenders by Cabinet Office

(Single qualification for every ministry

and agency) in fiscal years 2019, 2020 and

2021

 not be suspended from transaction by

the request of the officials in charge of

contract.

 Time‑limit for tender : 2 : 00 PM, 26 Feb‑

ruary, 2021

 Contact point for the notice : ISHIHARA

Naho, Contract 2 Section, Accounts Divi‑

sion, Minister's Secretariat, Cabinet Office,

161 Nagata‑cho, Chiyoda‑ku, Tokyo
1008914 Japan. TEL 0352532111 ext.
82324

入 札 公 告

次のとおり一般競争入札に付します。
なお、本入札に係る落札決定及び契約締結は、
当該役務に係る令和３年度予算が成立し、予算示
達がなされることを条件とするものである。
令和３年１月６日
支出負担行為担当官
沖縄総合事務局開発建設部長 中島 洋

◎調達機関番号 007 ◎所在地番号 47
１ 調達内容
 品目分類番号 15、29
 調達件名及び数量
令和３年度電気通信設備保守運転監視業務
一式（電子調達対象案件）
 調達案件の仕様等 入札説明書等による。
 履行期間 令和３年４月１日から令和４年
３月31日
 履行場所 入札説明書等による。
 入札方法 落札者の決定は、総合評価の方
法をもって行うので、総合評価のための性
能・機能・技術能力等に関する書類を提出す
ること。
なお、落札決定に当たっては、入札書に記
載された金額に当該金額の100分の10に相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額を切り捨
てた金額とする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る
課税事業者であるか免税事業者であるかを問
わず、見積もった契約希望金額の110分の100
に相当する金額を入札書に記載すること。原
則として当該入札の執行において入札執行回
数は２回を限度とする。
なお、当該入札回数までに落札者が決定し
ない場合は、原則として、予算決算及び会計
令（以下「予決令」という。）第99条の２の規
定に基づく随意契約には移行しない。

 電子調達システム（ＧＥＰＳ）の利用 本
案件は、競争参加資格確認申請書等（以下「申
請書等」という。）の提出、入札を電子調達シ
ステムで行う対象案件である。
なお、電子調達システムにより難い場合は、
紙入札方式参加願を提出するものとする。

２ 競争参加資格
 予決令第70条及び第71条の規定に該当しな
い者であること。
 令和１・２・３（平成31・32・33）年度内
閣府競争参加資格（全省庁統一資格）におい
て「役務の提供等」のうち、Ａ、Ｂ、Ｃ又は
Ｄの等級に格付けされた九州・沖縄地域の競
争参加資格を有する者であること。（会社更生
法（平成14年法律第154号）に基づき更生手
続開始の申立てがなされている者又は民事再
生法（平成11年法律第225号）に基づき再生
手続開始の申立てがなされている者について
は、手続開始の決定後、沖縄総合事務局長が
別に定める手続きに基づく一般競争入札参加
資格の再認定を受けていること。）
 会社更生法に基づき更生手続開始の申立て
がなされている者又は民事再生法に基づき再
生手続開始の申立てがなされている者でない
こと。（上記の再認定を受けた者を除く。）
 申請書等の提出期限の日から開札の時まで
の期間に、沖縄総合事務局長から「沖縄総合
事務局の工事請負契約に係る指名停止等の措
置要領」（昭和60年８月６日付け総会計第642
号）に基づく指名停止を受けていないこと。
 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を
支配する建設業者又はこれに準ずる者とし
て、沖縄総合事務局発注業務等からの排除要
請があり、当該状態が継続している者でない
こと。
 本業務に事業協同組合として申請書等を提
出した場合、その構成員は単体として申請書
等を提出することはできない。
 電子調達システムによる場合は、電子認証
（ＩＣカード）を取得していること。
 入札説明書の交付を受けた者であること。
 平成18年度以降に、下記に示す機関等が
発注した下記に示す設備に係る保守又は点
検業務等において、受注者として業務を完了
（令和３年３月31日までに完了見込みを含
む。）し、その履行実績を証明した者であるこ
と。

なお、履行実績は、建設業法上の建設工事
のうち、「電気工事」又は「電気通信工事」の
施工実績並びに製造契約による実績をもって
代えることが出来る。
 発注機関等は次のいずれかに該当する機
関等とする。
・国の機関（事業団、特殊会社及び独立行
政法人及び特殊法人等改革基本法の対象
法人を含む。）

・地方公共団体又は公共機関（災害対策基
本法第二条第五号に規定する指定公共機
関、第六号に規定する指定地方公共機
関。）
・地方公社（地方住宅供給公社法（昭和40
年法律第124号）に基づく地方住宅供給
公社、地方道路公社法（昭和45年法律第
82号）に基づく地方道路公社及び公有地
の拡大の推進に関する法律（昭和47年法
律第66号）に基づく土地開発公社又は地
方公共団体の出資する公益法人その他で
あって、その名称に「公社」の文字が用
いられているもの。）
・上記の機関が発注した業務の場合は再委
託でもよい。
・民間企業
 対象設備は次のア）からイ）のいずれか
１つの設備とする。
ア）多重無線設備
イ）長距離（30㎞以上）用光伝送設備

 本業務の配置予定管理技術者は、申請書等
の提出期限の時点で次のからのいずれか
１つの条件及び契約締結（令和３年４月１日
を予定）時点でからの条件を満たすこと。
なお業務経験は、電気通信施設点検基準
（案）によるいずれかの設備の保守又は点検
業務（再委託の実績を含む）の実績又は建設
業法上の建設工事のうち「電気工事」又は「電
気通信工事」の施工実績、製造実績とする。
 学校教育法による大学、短期大学、高等
専門学校もしくはこれらに相当する外国の
学校において、電気工学又は電気通信工学
に関する学科もしくはこれらに相当する外
国の学科を修めた者、もしくは専修学校に
おいて電気工学又は電気通信工学に関する
学科を修め、専門士もしくは高度専門士と
称する者で、卒業後３年以上の業務経験を
有する者。
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